
















































































 本研究においては、学外の関連分野の専門家 3 名（大高研道氏：明治大学政治経済学部教
授、田中治彦氏：上智大学総合人間科学部教授、古沢広祐氏：國學院大學経済学部教授）を




















的かつ直接的な ESD の効果を扱っている点で、画期的なものである。 
 理論的には、本研究プロジェクトは「ESD による地域創生」を主題としており、ESD が
SDGs 達成にとって重要なものであることを強調している点で価値がある。昨今、SDGs は
企業の社会貢献の宣伝に利用されている側面がある。本来 SDGs は全体的包括的に進めら





























【平成 27 年度】 
 初年度は、「ESD 地域創生拠点化チーム」と「調査・評価チーム」の合同で研究を進めた。 
 (1) 全国全ての自治体を対象とする悉皆調査を行った。アンケート調査の内容は主に、持
続可能な地域づくりの到達点とそれを担う人づくりに関するものとし、学校教育や社会教








































































育委員会と一般社団法人 MIT の協力を得、対馬市内の小学校における ESD 教育プロ
グラムを作成し、一定の成果が期待できるプログラムを実施した。 





















【平成 30 年度】 
①ESD 地域創生拠点化チーム 

















③全国 ESD 自治体会議・フォーラム 































また 2017 年に ESD 研究所と西伊豆町が共同で設置した「西伊豆町 ESD 推進委員会」で
は、町内の小中学校校長と松崎高校校長、観光協会・商工会の代表者、まちづくり協議会の
各部会代表などを網羅し、横の連携を発展させることが協議された。2018 年には「西伊豆















ンケート調査」を作成し、自治体会議に参加している A 市（人口約 72 万人）と B 市（人
口約 11 万人）の小中学校、公民館や民間団体に対して配布、回答を回収し、本評価指標の
有効性を確認した。 





③全国 ESD・SDGs 自治体会議 
前年度に引き続き、10 月に「第 2 回全国 ESD・SDGs 自治体会議」（第 1 回から名称変
更）を開催し、全国 12 自治体から首長、教育長、担当部局職員が参加して、ESD による地
域創生の成功事例や課題について情報共有を行なった。今年度は、文部科学省、環境省、総
務省、内閣府それぞれの地域創生と持続可能な開発に関わる政策担当者も招いて、中央省庁
の取り組みについて紹介してもらい、各自治体の地域創生の実践についての報告と合わせ
て、相互に情報交換を行うことができた。特に SDGs 未来都市に選定されている北海道下
川町、岡山県岡山市、福岡県北九州市の 3 自治体から、先進事例の報告が行われ、それに対
する他の自治体からのコメントがなされるなど、活発な議論の場を作ることができた。 
  
